
























































および 2003 年の EU 情報社会指令にもとづく第 1 次著作権法改正および




















































































































































































の一定の側面のハーモナイゼーションに関する 2001 年 5 月 22 日の欧州議
会および EU 理事会指令（15）（以下「EU 情報社会指令」という。）にもと
づく、2007 年の第 2 次著作権法改正法（Zweiter Korb）では（16）、未知の































現行著作権法 88 条（以下「旧 88 条」）は、次のように規定されていた（18）。



























著作物の複製権および頒布権（同 2 号）、上映権（同 3 号）、放送権（同 4
号）および翻訳権・翻案権（同 5 号）が映画製作者に移転するものと推定
268
されていた（UrhG 旧 88 条 1 項）。








　UrhG 旧 88 条 1 項 1 号の規定は、2002 年改正および 2007 年改正を経







































では（22）、UrhG 旧 88 条 1 項の文言は、以下のように大きく修正された（23）。












　旧 88 条 1 項は、映画製作者に移転する個別の利用権を具体的に規定し
ていたが、新 88 条 1 項では、「あらゆる既知の利用方法」について利用権
が認められることとなった（UrhG 新 88 条）。映画の著作物の著作者との
関係において、映画製作者に対して、すでにあらゆる既知の利用方法に関




　旧 88 条 1 項は、先行著作物の一次的利用と、映画の著作物の二次的利




　2007 年の第 2 次著作権法によって改正されることになる未知の利用方
法に関する契約について、元来ドイツ著作権法は、「未知の利用方法を目
的とする利用権の移転およびその義務の負担は、無効である」と規定して














　また、旧 88 条 2 項における再映画化に関する規定は、修正されること
なく新 88 条 2 項にそのまま引き継がれ、旧 88 条 3 項は削除された。学術
著作物に関する規定（UrhG 70 条）は、実務的に意味のないものとして
廃止され、遺作に関する規定（UrhG 71 条）は、UrhG 71 条 1 項 3 文に
より UrhG 88 条が準用されることとなる。
⒟　2007 年第 2次著作権法改正法による改正
　EU 情報社会指令（29）にもとづく 2007 年の第 2 次著作権法改正法（„Zwei-
ter Korb“）においては（30）、新 88 条 1 項の「あらゆる既知の利用方法（auf 
alle bekannten Nutzungsarten）」のなかの「bekannte（既知の）」という
文言が削除され、以下のように、「あらゆる利用方法（auf alle Nutzungs-










zungsarten）利用する排他的権利の移転が含まれる。第 31 a 条第







ものの、法改正までには至らなかった。しかしその後 2007 年の第 2 次著
作権法改正により（32）、未知の利用方法に関する契約を無効であるとして




ことができる」と規定された（33）（UrhG 31 a 条 1 項（34））。すなわち、未知
の利用方法に関する契約については（35）、契約書面の作成を要件とし、著
作者にその取消権を認めることによって容認されることとなった（36）。
　この第 2 次著作権法改正により、新 88 条 1 項の解釈規定には、あらゆ
る既知の映画の利用方法だけではなく、契約締結時における未知の利用方

































































































の著作物の著作者が UrhG 89 条 2 項にもとづいてこれを行使したときに

























tungsrecht）として（54）、収録（固定）権（UrhG 77 条 1 項）、複製権およ
び頒布権（55）（UrhG 77 条 2 項）、公衆への利用可能化権（56）（UrhG 78 条 1
項 1 号）、放送権（57）（UrhG 78 条 1 項 2 号）、公衆への知覚可能化権（UrhG 












同意したものとみなされていた（UrhG 137 e 条 4 項 3 文）。








た 1996 年の WIPO 著作権条約および WIPO 実演・レコード条約を踏まえ
て、2001 年に EU 情報社会指令が採択される（66）。ドイツ著作権法におけ








利用方法に関する利用権の移転の無効を規定していた UrhG 31 条 4 項の
規定が削除された代わりに、新たに UrhG 31 a 条および UrhG 32 c 条が
設けられ、一定の条件を充たすことでこの利用権の移転に関する契約が認
められることとなった（70）。従来、この UrhG 31 条 4 項の規定は、実演家
には適用されていなかったが、とくに実演家について考慮する必要がない
にもかかわらず、これら UrhG 31 a 条および UrhG 32 c 条の規定は、準






定する規定（UrhG 92 条）は、2003 年の第 1 次著作権法改正（Erster 
Korb）において大幅に修正された（72）。しかし、その趣旨は現行法制定当
初から一貫し、先行著作物の著作者および映画の著作物の著作者との契約


















（UrhG 77 条 1 項）、複製権および頒布権（UrhG 77 条 2 項）、公衆への利
用可能化権（UrhG 78 条 1 項 1 号）、放送権（UrhG 78 条 1 項 2 号）は、
映画製作者に移転するとする推定規定がおかれることとなった（UrhG 92
条 1 項）。




　実演家は、UrhG 92 条 1 項に規定されている収録権、複製権および頒
布権等の権利を、事前に他人に譲渡または移転していた場合であっても、
当該映画の著作物の利用について、映画製作者に譲渡または移転する権限





















　2003 年の第 1 次著作権法改正により、実演家の法的地位は著作者のそ
れと平準化され、著作者の利用権に関する規定が実演家に準用されること




とになっている（UrhG 92 条 3 項）。すなわち、実演家に準用される利用
権の譲渡および承継的移転（UrhG 34 条、35 条）、不行使または信条の変
化による撤回権（UrhG 41 条、42 条）、および著作者契約法の諸規定






































































（UrhG 19 条 4 項）、放送権（UrhG 20 条）、および利用可能化権（UrhG 
19 a 条）（91）を有するものとされる（92）（UrhG 94 条 1 項）。
　また、映画製作者は、映画の録画物および録音録画物の改変（Entstel-
lung）、切除（Kürzung）、および、これにより映画製作者の正当な利益を























隣接権の場合と同様に（UrhG 82 条、85 条 2 項参照）、原則として、録画
物または録画録音物の発行後 50 年で消滅する。録画物または録画録音物
がこの期間内に発行されないか、公の再生のために許容される方法で利用
されない場合は、製作後 50 年で消滅する（UrhG 94 条 3 項）。これは、
EU 保護期間指令にもとづく 1995 年の改正著作権法 3 条 2 項の規定によ




















































99,  110; Fromm/Nordemann,  a.a.O., （Fn.  2）, Vor §§ 88 ff. Rdnr.  1; Poll 
GRUR Int. 2003, 290, 291; Dreier/Schulze, Urheberrechtsgesetz, 5. Aufl., 
2015, Vor § 88 Rdnr. 1.





（ 6 ）  Schack, a.a.O., （Fn. 2）, Rdnr. 614 f.,  1104 f.; Wandtke, a.a.O., （Fn. 2）, S. 
198 ff.  ; Schricker/ Loewenheim, a.a.O., （Fn. 2）, § 31 Rdnr. 64 ff; Genthe, 
Der Umfang  der Zweckübertragungstheorie  im Urheberrecht,  1981; 






























（18）  UrhG 132 条 3 項 1 文の規定にしたがい、1966 年 1 月 1 日から 2002 年 6











法理論による著作者の保護―」コピライト 622 号 22-51 頁、623 号 48-63
頁、2013 年）参照。
（24）  2002 年の著作者契約法にもとづく改正著作権法は、2002 年 7 月 1 日から
2007 年 12 月 31 日の間に締結された契約について適用される（UrhG 132 条
















sellschaft vom 26. 10. 2007（BGBl. Ⅰ S. 2513）.　2007 年改正法は、2008 年 1
月 1 日以降に締結される契約に適用されている。
（31）  未知の利用方法に関する契約については、前掲註（23）・拙稿「コピライ


























⑷　第 1 項ないし第 3 項の権利を事前に放棄することはできない。
（35）  UrhG 137 l 条　新たな利用方法に関する経過規定




異議申し立ては、2008 年 1 月 1 日の時点ですでに知られている利用方
法について、1 年以内に行なうことができる。そのほか、この異議申し
立て権は、その者が新しい著作物の利用方法の受け入れ予定に関する通




















　　　※　137 l 条：2008 年 1 月 1 日施行（2007 年 10 月 26 日法、BGBl I S. 2513）















































音物または録画物の発行後 25 年から 50 年に延長された（UrhG 82 条）。Ge-
setz zur Stärkung des Schutzes des geistigen Eigentums und zur Bekämp-
fung der Produktpiraterie vom 7. März 1990（BGBl. Ⅰ S. 422）.




（56）  公衆への利用可能化権は、著作者の権利と同様に、EU 情報社会指令 3 条
2 項、および WIPO 実演・レコード条約（WPPT）10 条の規定を受けて、
第 1 次著作権法改正により設けられた規定である。これらの条約に規定され
ている公衆への利用可能化権は、すでに固定されている実演に限定して適用








（58）  実演家は、UrhG 77 条および 78 条で規定されている排他的権利および相
当報酬請求権を譲渡（übertragen）することができるとされ（UrhG 79 条 1
項）、自らに留保されている個々またはすべての利用方法により実演を利用
する権利を第三者に移転（einräumen）することができる（UrhG 79 条 2 項
1 文）。そして、著作者の利用権（Nutzungsrecht）に関する規定（UrhG 31

























演家の氏名表示権の導入（WPPT 5 条 1 項）、UrhG 76 条における実演家人
格権の保護期間（WPPT 5 条 2 項）、UrhG 78 条 2 項 3 号における利用可能
化された実演の再生による公衆への知覚可能化に関する文言の追加、さら
に、UrhG 78 条 1 項 1 号における実演家の公衆への利用可能化権が導入さ
れ て い る。Vgl. Dietz, Die EU Richtlinie zum Urheberrecht und zu den 
Leistungsschutzrechte  in der  Informationsgesellschaft, ZUM 1998,  438; 
Dunnwald, Die Neufassung des Künstlerishcen Leistungsschutzes, ZUM 
2004, 161; Flechsig, EU-Harmonisierung des Urheberrechts und der ver-





れていたが（UrhG 31 条 4 項）、この規定は、EU 情報社会指令にもとづく
2007 年の第 2 次著作権法改正（Zweiter Korb）により削除されることにな
る。その代わりに、新たな規定が設けられ、未知の利用方法に関する契約に
ついては、契約書面の作成を要件とし、著作者にその取消権を認めることに
よって容認されることとなった（UrhG 31 a 条および 32 c 条）。
（71）  Schricker/Loewenheim, a.a.O., （Fn. 2）, Vor §§ 73 ff. Rdnr. 6 a.
ドイツ著作権法における映画製作者の法的地位の強化　293
（72）  UrhG 92 条改正の変遷
    UrhG 92 条（1965 年法）
　実演家は、映画の著作物の製作に参加し、または、映画の著作物の製
作のためにその実演が許諾を得て利用される場合、映画の著作物の利用
について、第 75 条第 2 文、第 76 条および第 77 条の権利は当該実演家
に帰属しない。
    UhG 92 条（1995 年改正）
⑴　実演家が、映画製作者との間で映画の著作物の製作への参加に関する
契約を締結する場合、疑わしいときは、映画の著作物の利用について、








and on Piracy,  1993, S.  57; Schricker/Loewenheim,  a.a.O.,（Fn.  2）, § 92 
Rdnr. 7.
（75）  Reinbothe/ v. Lewinski, a.a.O.,（Fn. 74）, S. 58.









者（UrhG 88 条～94 条）のほか、実演家（UrhG 73 条～83 条）、レコード




















（86）  BGH GRUR 1986,  742 f. －Videofilmvorführung; Wandtke/Bullinger, 
a.a.O., （Fn. 2）, §94 Rdnr. 2.






























































































　第 88 条、第 89 条第 4 項、第 90 条、第 93 条および第 94 条は、映画の
著作物として保護されない映像および音声映像に準用される。
